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本
稿
で
は
、
合
計
3
回
に
わ
た
っ
て
、
株
式
会
社
日
本

総
合
研
究
所
が
独
自
に
実
施
し
た
自
治
体
へ
の
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
結
果
を
基
に
、
財
政
運
営
と
都
市
計
画
の
両

側
面
か
ら
、
自
治
体
に
お
け
る
P
R
E
（Public Real 

Estate

：
公
的
不
動
産
）
戦
略
に
関
す
る
最
新
動
向
と
課

題
を
明
ら
か
に
す
る
。

1
．自
治
体
に
P
R
E
戦
略
が
必
要
と
さ
れ
る
背
景

　

本
格
的
な
人
口
減
少
時
代
を
迎
え
、
自
治
体
経
営
を
取

り
巻
く
環
境
は
ま
す
ま
す
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
。
長
期

的
に
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
や
地
域
経
済
の
衰
退
に
伴

う
税
収
の
減
少
が
予
想
さ
れ
る
一
方
で
、
主
に
高
度
経
済

成
長
期
に
整
備
さ
れ
た
公
共
施
設
や
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化

が
進
み
、
維
持
・
更
新
経
費
の
増
大
が
自
治
体
の
財
政
を

今
後
さ
ら
に
圧
迫
し
て
い
く
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
ま
た
、

地
方
都
市
に
お
い
て
は
、
中
心
市
街
地
の
空
洞
化
が
顕
著

で
あ
り
、
現
状
を
放
置
す
れ
ば
、
経
済
活
力
の
低
下
が
進

む
地
方
都
市
の
魅
力
を
さ
ら
に
減
退
さ
せ
る
要
因
と
も
な

り
か
ね
な
い
。

　

こ
う
し
た
厳
し
い
状
況
下
で
、
個
々
の
公
共
施
設
や
土

地
の
所
有
・
利
用
に
つ
い
て
、
所
管
部
署
単
位
・
単
年
度

ベ
ー
ス
で
検
討
し
て
い
た
の
で
は
、
自
治
体
を
取
り
巻

く
環
境
の
変
化
に
対
応
で
き
な
く
な
る
。
今
後
は
、「
全

体
最
適
の
視
点
」
お
よ
び
「
中
長
期
的
な
視
点
」
を
基

本
的
な
考
え
方
と
し
た
不
動
産
有
効
活
用
戦
略
で
あ
る

「
P
R
E
戦
略
」
を
早
期
に
策
定
・
実
行
す
る
必
要
が
あ

る
（
図
表
1
）。

2
．
P
R
E
戦
略
に
関
連
す
る
国
の
取
り
組
み
状
況

　

国
は
こ
れ
ま
で
、「
P
R
E
戦
略
を
実
践
す
る
た

め
の
手
引
書
」（
国
土
交
通
省
土
地
・
建
設
産
業
局
、

2
0
0
9
年
公
表
、
10
年
6
月
、
12
年
3
月
改
訂
）
お

よ
び
「
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
公
的
不
動
産
（
P
R
E
）

有
効
活
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
国
土
交
通
省
都
市
局
、

2
0
1
4
年
4
月
公
表
）
を
作
成
す
る
な
ど
、
P
R
E
戦

略
の
普
及
啓
発
に
努
め
て
き
た
。

　

ま
た
、
直
近
で
は
、
公
共
施
設
・
イ
ン
フ
ラ
の
統
廃
合

や
低
未
利
用
地
の
有
効
活
用
を
含
め
た
効
率
的
な
管
理
の

在
り
方
や
、
中
心
市
街
地
に
お
け
る
都
市
機
能
の
配
置
の

在
り
方
に
つ
い
て
、
自
治
体
の
さ
ら
な
る
取
り
組
み
を
求

め
て
い
る
。
総
務
省
か
ら
自
治
体
へ
の
「
公
共
施
設
等
総

合
管
理
計
画
」（
以
下
「
総
合
管
理
計
画
」
と
い
う
）
の

策
定
要
請
、
国
土
交
通
省
に
よ
る
「
立
地
適
正
化
計
画
」

の
策
定
を
含
め
た
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
ー
関
連
制
度
の
創

設
な
ど
が
、
そ
の
代
表
例
で
あ
る
。

　

中
で
も
総
務
省
は
、
2
0
1
4
年
4
月
22
日
付
で
公
表

し
た
「
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ

て
の
指
針
」
に
お
い
て
、
政
府
全
体
の
「
国
土
強き

ょ
う
じ
ん靭

化

（
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
）」「
イ
ン
フ
ラ
長
寿
命

化
基
本
計
画
」
と
総
合
管
理
計
画
の
関
連
性
に
言
及
し
て

い
る
。
個
別
の
公
共
施
設
・
イ
ン
フ
ラ
だ
け
で
な
く
、
そ

れ
ら
を
管
理
す
る
自
治
体
そ
の
も
の
に
対
し
て
も
、
財
政

小
松
啓
吾

株
式
会
社
日
本
総
合
研
究
所

都
市
・
地
域
経
営
戦
略
グ
ル
ー
プ

シ
ニ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

こ
ま
つ
・
け
い
ご　
1
9
9
9
年
東
京
工

業
大
大
学
院
修
了
、株
式
会
社
日
本
総
合

研
究
所
入
社
。
P
F
I
／
P
P
P
、

P
R
E
戦
略
、都
市
開
発
、地
域
振
興
等
に

関
す
る
、調
査
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
・
ア

ド
バ
イ
ザ
リ
ー
業
務
を
担
当
。不
動
産
鑑

定
士

　

都
市
計
画
・
ま
ち
づ
く
り
を
見
据
え
た
自
治
体
P
R
E
戦
略
の
必
要
性

木
曜
連
載

自
治
体
P
R
E
戦
略
で
都
市
を
救
う
①
・
総
論
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力
と
地
域
活
力
の
両
面
に
お
け
る
強
靭
化
・
長
寿
命
化
を

要
請
し
て
い
る
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

3
．
P
R
E
戦
略
の
策
定
・
実
行
に
関
連
す
る
自
治
体
の

取
り
組
み
状
況

　

上
記
の
よ
う
に
P
R
E
戦
略
の
重
要
性
が
叫
ば
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
の
は
、
こ
こ
最
近
の
数
年
間
に
す
ぎ

ず
、
自
治
体
に
お
け
る
P
R
E
戦
略
の
取
り
組
み

は
い
ま
だ
端
緒
の
段
階
に
あ
る
。
そ
こ
で
本
稿
で

は
、
株
式
会
社
日
本
総
合
研
究
所
が
実
施
し
た

「
自
治
体
に
お
け
る
公
的
不
動
産
（
P
R
E
）
戦

略
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」（
詳
細
は
図
表

2
参
照
）
の
結
果
を
基
に
、
自
治
体
に
お
け
る

P
R
E
戦
略
の
取
り
組
み
の
現
状
と
課
題
を
以
下

の
通
り
ま
と
め
た
い
。

（
1
）
P
R
E
戦
略
の
策
定
に
関
す
る
全
般
的
な
状
況

　

総
務
省
の
指
針
に
基
づ
く
総
合
管
理
計
画
の
策

定
状
況
や
、
計
画
策
定
の
前
提
と
な
る
公
共
施

設
・
イ
ン
フ
ラ
に
関
す
る
デ
ー
タ
の
収
集
・
公
表

の
状
況
に
つ
い
て
、
主
に
以
下
の
傾
向
が
見
ら
れ

た
。

①
ほ
ぼ
全
て
の
自
治
体
で
総
合
管
理
計
画
の

策
定
が
進
行
中

　

有
効
回
答
7
0
6
団
体
の
う
ち
6
8
0
団
体

（
96
・
3
％
）
の
自
治
体
が
、
総
合
管
理
計
画
を

「
策
定
済
み
」「
策
定
中
」「
策
定
準
備
中
」
で
あ
り
、
人

口
10
万
人
以
上
に
限
定
す
る
と
1
0
0
％
で
あ
っ
た
。
都

道
府
県
や
人
口
30
万
人
以
上
の
市
な
ど
、
自
治
体
の
規
模

が
大
き
い
ほ
ど
進

し
ん
ち
ょ
く捗
率
が
高
か
っ
た
。

　

逆
に
小
規
模
な
自
治
体
ほ
ど
、
公
共
施
設
・
イ
ン
フ
ラ

の
保
有
量
が
少
な
い
た
め
、
総
合
管
理
計
画
の
策
定
に
対

す
る
認
識
が
十
分
に
浸
透
し
て
い
な
い
も
の
と
思
わ
れ
る

（
図
表
3
）。

②
計
画
策
定
の
現
場
は
人
員
不
足
・

ノ
ウ
ハ
ウ
不
足
等
の
課
題
や
障
害
に
直
面

　

一
方
で
、
計
画
策
定
の
過
程
で
は
、
人
員
の
不
足
、
専

門
知
識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
不
足
、
情
報
収
集
の
難
し
さ
と
い

図表1　従前の資産管理と戦略的な資産有効活用（PRE戦略）の対比

図表2　「自治体における公的不動産（PRE）戦略に関するアンケート
　調査」の実施概要

実施時期

調査対象

調査方法

回答数（回答率）

2014年12月～15年1月

全国の都道府県および市区町村（1,789団体）

調査票形式（郵送又は電子メール等にて配布・回収）

720団体（40.2％）

図表3　アンケート調査結果①：総合管理計画の策定状況（単一回答）

0％ 20％ 30％10％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体

都道府県

人口30万人以上の市

人口5万人以上10万人未満の市町

人口1万人以上5万人未満の市町村

人口1万人未満の市町村

11(1.6%)

2(4.8%)

3(6.3%)

0(0.0%)

2(3.1%)

1(0.7%)

2(0.8%)

1(0.8%)

26(3.7%)

0(0.0%)

0(0.0%)

0(0.0%)

0(0.0%)

3(2.2%)

9(3.7%)

14(11.9%)

人口10万人以上30万人未満の市〔大都市圏〕
・東京都特別区

人口10万人以上30万人未満の市
（大都市圏以外）

策定済みである 策定中である 策定準備中である 策定予定はない

　150(21.2%)

　　　　　　　　24(57.1%)

　　　　　　　　25(52.1%)

　　　18(34.6%)

　　　19(29.2%)

　30(21.7%)

24(9.9%)

10(8.5%)

　　　　　519(73.5%)

　　　　　　　　　　　　　16(38.1%)

　　　　　　　　　　　　　20(41.7%)

　　　　　　　　　34(65.4%)

　　　　　　　　　44(67.7%)

　　　　　　　104(75.4%)

　　　　　208(85.6%)

　　93(78.8%)
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っ
た
課
題
や
障
害
に
直
面
し
て
い
る
様
子
が
う
か
が
え
た
。

資
産
情
報
の
棚
卸
し
は
、
行
政
職
員
の
日
常
業
務
に
お
い

て
な
じ
み
が
薄
い
上
、
作
業
量
も
膨
大
と
な
り
が
ち
で
あ

る
。
専
門
家
の
派
遣
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
の

整
備
等
、
国
と
し
て
の
さ
ら
な
る
支
援
方
策
が
求
め
ら
れ

る
（
図
表
4
）。

③
公
共
施
設
の
現
状
に
関
す
る
住
民
へ
の

情
報
開
示
の
動
き
は
半
数
に
満
た
な
い

　

P
R
E
戦
略
の
最
初
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
は
、
公
共
施

設
の
数
量
・
規
模
や
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
に
関
す
る
情
報

を
取
り
ま
と
め
、
公
共
施
設
白
書
等
の
形
式
で
作
成
・
公

表
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
公
共
施
設

の
統
廃
合
・
再
配
置
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
行
政
と
住
民

の
間
で
共
通
認
識
を
高
め
て
い
く
と
い
う
地
道
な
取
り
組

み
が
、
P
R
E
戦
略
の
策
定
・
実
行
を
円
滑
に
進
め
て
い

く
上
で
不
可
欠
と
な
る
。

　

し
か
し
現
実
に
は
、
有
効
回
答
7
0
7
団
体
の
う
ち

4
1
7
団
体
（
59
・
0
％
）
が
「
公
共
施
設
白
書
の
作
成

予
定
は
な
い
」
と
回
答
し
て
い
る
。
①
の
総
合
管
理
計
画

の
策
定
状
況
と
は
異
な
り
、
必
ず
し
も
自
治
体
の
規
模
に

比
例
し
た
傾
向
と
は
な
っ
て
い
な
い
。
総
務
省
の
指
針
に

お
い
て
も
、「
議
会
や
住
民
と
の
情
報
共
有
等
」
が
留
意

事
項
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
現
場

と
の
認
識
の
隔
た
り
が
大
き
い
こ
と
が
う
か
が
え
る
（
図

表
5
）。

④
公
共
施
設
に
イ
ン
フ
ラ
を
含
め
た
総
合
的
な

デ
ー
タ
収
集
・
公
表
は
道
半
ば

　

公
共
施
設
白
書
を
「
作
成
・
公
表
済
み
」「
作
成
中
」

「
作
成
準
備
中
」
で
あ
る
2
8
3
団
体
の
う
ち
1
6
3
団

体
（
57
・
6
％
）
は
、
白
書
の
対
象
を
「
公
共
施
設
の

み
」
と
し
て
お
り
、
道
路
・
橋

き
ょ
う
り
ょ
う

梁
・
上
下
水
道
施
設
等
の

イ
ン
フ
ラ
は
対
象
外
と
な
っ
て
い
た
。

　

総
務
省
の
指
針
に
お
い
て
は
、
イ
ン
フ
ラ
も
含
め
た
総

合
的
な
管
理
が
要
請
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
公
共

施
設
白
書
の
作
成
・
公
表
へ
既
に
取
り
組
ん
で
い
る
自
治

体
に
お
い
て
も
、
追
加
的
な
デ
ー
タ
の
整
理
に
着
手
す
る

必
要
が
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
総
務
省
が
別
途
進
め
て
い
る
新
地
方
公
会
計

0 100 15050 200 250 300 350 400

専門知識・ノウハウを有する人材の不足

発生する事務作業量に対する人員の不足

各インフラの管理・所管部門との調整が困難

現存する図面・データ等と実態の乖離

計画策定に要する経費の不足

計画策定に係る期限が厳しい

特になし

その他

資産情報（取得価額・経年劣化要因等）や利
用実態の情報収集が困難

全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有
体制の構築が困難

図表4　アンケート調査結果②：総合管理計画の策定を進める上で課題と
なったことや、現在障害となっていること（複数回答〈三つまで〉）

　　　　　　　　　　　351(20.2%)

　　　　　　　　　　331(19.1%)

　　　　　　　　　323(18.6%)

　　　　　233(13.4%)

　　　177(10.2%)

　　142(8.2%)

85(4.9%)

　　　44(2.5%)

　25(1.4%)

　25(1.4%)

かいり

図表5　アンケート調査結果③：公共施設白書に関する状況（単一回答）

0％ 20％ 30％10％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体

都道府県

人口30万人以上の市

人口5万人以上10万人未満の市町

人口1万人以上5万人未満の市町村

人口1万人未満の市町村

人口10万人以上30万人未満の市〔大都市圏〕
・東京都特別区

人口10万人以上30万人未満の市
（大都市圏以外）

作成・公表済みである 作成中である 作成準備中である 作成予定はない

　　　　　72(10.2%)

0(0.0%)

　　　　　　　　　　　　　　5(10.4%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9(17.0%)

　　　　　　　　　　　　　　　9(13.8%)

　　　　　　　　25(18.2%)

　　21(8.6%)

3(2.5%)

119(16.8%)

　　　　20(41.7%)

　　　　　　　30(56.6%)

　　　　27(41.5%)

　29(21.2%)

12(4.9%)

0(0.0%)

　　　　　　　　  99(14.0%)

3(7.3%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　  4(8.3%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5(9.4%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7(10.8%)

　　　　　　　　　　　　　 21(15.3%)

　　　　 42(17.3%)

　　　

　　　　417(59.0%)

37(90.2%)

　　　　　　　　19(39.6%)

　　　　　　　　　　　　　9(17.0%)

　　　　　　　　　22(33.8%)

　　　　　　62(45.3%)

　　168(69.1%)

100(83.3%)

1(2.4%)

17(14.2%)
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制
度
（
複
式
簿
記
の
導
入
な
ど
）
に
基
づ
く
固
定
資
産
台

帳
の
整
備
も
今
後
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、
土
地
・
建

物
・
イ
ン
フ
ラ
を
含
め
た
P
R
E
全
体
の
資
産
価
値
を
客

観
的
に
把
握
す
る
た
め
の
取
り
組
み
も
求
め
ら
れ
る
（
図

表
6
）。

（
2
）
P
R
E
戦
略
に
関
す
る
計
画
策
定
お
よ
び

進
捗
管
理
の
体
制
整
備

　

公
共
施
設
白
書
の
作
成
、
総
合
管
理
計
画
の
策
定
、
さ

ら
に
策
定
後
の
進
捗
管
理
も
含
め
た
庁
内
の
組
織
体
制
の

整
備
状
況
に
つ
い
て
、
主
に
以
下
の
傾
向
が
見
ら
れ
た
。

①
約
半
数
の
自
治
体
は
P
R
E
戦
略
の
司
令
塔

と
な
る
べ
き
部
署
が
不
在

　

都
市
計
画
・
ま
ち
づ
く
り
を
見
据
え
た
総
合
管
理
計
画

の
策
定
や
新
地
方
公
会
計
制
度
の
導
入
は
、
財
政
部
門
・

行
革
部
門
・
都
市
計
画
部
門
と
い
っ
た
自
治
体
内
部
の
複

数
部
署
が
連
携
し
て
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め

に
は
、
首
長
に
よ

る
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
の
下
で
中
長

期
的
な
戦
略
立

案
・
実
行
を
担
う
、

P
R
E
の
専
門
部

署
の
設
置
が
キ
ー

ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。

　

し
か
し
現

状
、
有
効
回
答

7
0
8
団
体
の
う

ち
3
3
4
団
体

（
47
・
2
％
）
は

「
存
在
せ
ず
、
設

置
予
定
も
な
い
」

ほ
か
、
2
6
5
団

体
（
37
・
4
％
）

は
「
既
存
の
部
署

が
対
応
」
し
て
い

る
（
図
表
7
）。

②
P
R
E
専
門
部
署
の
設
置
は
庁
内
の
合
意
形
成
や

情
報
収
集
に
効
果
あ
り

　

一
方
で
、
P
R
E
を
専
門
に
扱
う
部
署
が
「
存
在
す

る
」
と
回
答
し
た
64
団
体
か
ら
は
、
設
置
後
の
変
化
と
し

て
、「
庁
内
の
合
意
形
成
が
迅
速
に
な
っ
た
」「
予
算
編
成

に
必
要
な
情
報
が
得
や
す
く
な
っ
た
」「
長
期
的
な
不
動

産
の
所
有
計
画
が
立
て
や
す
く
な
っ
た
」
と
の
声
が
上
が

っ
て
い
る
。
ま
た
、
P
R
E
の
専
門
部
署
で
把
握
・
収
集

し
た
デ
ー
タ
は
、「
処
分
・
活
用
対
象
と
す
る
資
産
の
検

討
」
や
「
統
廃
合
の
判
断
」
の
材
料
と
し
て
多
く
活
用
さ

れ
て
い
る
。

　

行
財
政
改
革
の
観
点
か
ら
職
員
の
定
数
削
減
の
要
請
が

厳
し
い
状
況
で
、
新
た
な
部
署
を
設
置
す
る
こ
と
の
ハ
ー

ド
ル
が
高
い
こ
と
は
確
か
だ
が
、
司
令
塔
不
在
の
ま
ま
で

総
合
管
理
計
画
を
取
り
ま
と
め
て
い
く
こ
と
は
、
庁
内
の

合
意
形
成
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
点
で
困
難
を
極
め
る
と
思
わ

れ
る
。
総
合
管
理
計
画
の
策
定
を
契
機
と
し
て
、
首
長
を

は
じ
め
行
政
ト
ッ
プ
の
十
分
な
認
識
の
下
、
組
織
機
構
の

見
直
し
や
人
材
配
置
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
（
図
表

8
）（
図
表
9
）。

図表6　アンケート調査結果④：公共施設白書の作成に当たり
　データの収集を実施した対象（単一回答）

図表7　アンケート調査結果⑤：PREを専門に扱う部署の有無
　（単一回答）
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4
．ま
と
め
・
提
言

（
1
）公
共
施
設
・
イ
ン
フ
ラ
の
現
状
と
将
来
に

関
す
る
住
民
の
積
極
的
な
情
報
開
示
と
対
話
を

　

前
述
の
通
り
、
公
共
施
設
・
イ
ン
フ
ラ
の
現
状
を
把
握

し
た
上
で
将
来
的
な
維
持
・
更
新
コ
ス
ト
を
試
算
し
情
報

開
示
を
進
め
て
い
く
こ
と
は
、
と
も
す
れ
ば
総
論
賛
成
・

各
論
反
対
と
な
り
が
ち
な
統
廃
合
や
再
配
置
の
必
要
性
を

訴
え
て
い
く
上
で
、
避
け
て
通
れ
な
い
過
程
と
考
え
る
。

　

こ
の
点
、
例
え
ば
さ
い
た
ま
市
で
は
、「
さ
い
た
ま
市

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画
・
第
1
次
ア
ク
シ
ョ
ン
プ

ラ
ン
」（
2
0
1
4
年
3
月
）
に
お
い
て
、
現
状
の
規
模

で
公
共
施
設
の
改
修
・
更
新
を
行
っ
た
場
合
に
、
今
後
40

年
間
で
年
平
均
1
5
5
億
円
程
度
（
現
状
の
約
2
・
2

倍
）
の
財
源
不
足
が
生
じ
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
を
明
ら

か
に
し
て
い
る
。
そ
の
上
で
、
複
合
施
設
化
を
基
本
と
す

る
施
設
総
量
削
減
に
関
す
る
具
体
的
な
数
値
目
標
（
60
年

間
で
15
％
程
度
の
縮
減
）
を
掲
げ
て
、
市
内
各
地
域
に
お

け
る
公
共
施
設
配
置
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
住
民
と
の
対

話
を
進
め
て
い
る
（
図
表
10
）（
図
表
11
）。

　

総
務
省
の
指
針
に
お
け
る
「
総
合
管
理
計
画
策
定
に
あ

た
っ
て
の
留
意
事
項
」
の
う
ち
、「
議
会
や
住
民
と
の
情

報
共
有
等
」「
数
値
目
標
の
設
定
」
と
は
、
ま
さ
に
こ
う

し
た
取
り
組
み
を
意
図
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
総
合

管
理
計
画
の
策
定
後
も
、
長
期
的
な
数
値
目
標
を
短
期
的

な
行
動
計
画
に
置
き
換
え
た
上
で
、
そ
の
達
成
状
況
に
つ

い
て
定
期
的
な
点
検
を
行
い
、
問
題
点
を
発
見
し
て
改
善

方
策
に
つ
な
げ
て
い
く
と
い
う
P
D
C
A
（Plan

〈
計

画
〉
─ D

o

〈
実
行
〉
─Check

〈
評
価
〉
─Act

〈
改

善
〉）
サ
イ
ク
ル
の
構
築
が
求
め
ら
れ
る
。

（
2
）
P
R
E
戦
略
の
司
令
塔
を
設
置
し
て
組
織

横
断
的
な
取
り
組
み
の
推
進
を

　

浜
松
市
で
は
、
2
0
0
8
年
度
か
ら
財
務
部
に
「
資
産

経
営
課
」
を
設
置
し
、
関
連
部
署
と
の
役
割
分
担
・
連
携

の
下
で
、
保
有
資
産
の
総
量
削
減
や
有
効
活
用
を
柱
と
す

る
総
合
的
な
保
有
資
産
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
併
せ

て
、
庁
内
組
織
と
し
て
、
企
画
部
長
・
財
務
部
長
を
は

じ
め
と
す
る
部
長
級
職
員
か
ら
成
る
「
資
産
経
営
推
進
会

0 105 15 20 25

予算編成に必要な情報が得やすくなった

長期的な不動産の所有計画が立てやすくなった

その他

議会や住民に対する説明が容易になった

特になし

所有不動産の統廃合、再配置等に関する庁内
の合意形成が迅速になった

図表8　アンケート調査結果⑥：PRE専門部署の設置後の変化（複数回答）

　　　　　　　　　　24(23.8%)

　　　　　　　21(20.8%)

　　　　　19(18.8%)

　　　　17(16.8%)

10(9.9%)

10(9.9%)

0 2010 30 40 50

処分・活用対象とする資産の検討

既存施設（行政財産を含む）の統廃合の判断

所管課からの次年度予算要求の査定

行政財産から普通財産への転換の推進

財政フレームの検討

その他

特になし

施設間の比較分析による施設ランニングコス
トの削減

施設稼働率の向上や平準化に向けた複数部門
間の利用調整

職員執務スペースの最適化に向けた複数部門
間の利用調整

図表9　アンケート調査結果⑦：PRE専門部署が把握・収集したデータの
活用方法（複数回答）

　　　　　　　　　　　　　　49(20.7%)

　　　　　　　　　　　　47(19.8%)

　　　　　　32(13.5%)

　　　　　27(11.4%)

　　　25(10.5%)

　　19(8.0%)

　　18(7.6%)

　15(6.3%)

　3(1.3%)

2(0.8%)
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議
」
を
設
置
し
、
資
産
経
営
に
関
す
る
方
針
作
成
や
進
捗

管
理
を
行
っ
て
い
る
（
図
表
12
）。

　

P
R
E
戦
略
の
策
定
・
実
行
に
際
し
て
は
、
公
共
施
設

の
種
類
に
応
じ
た
従
前
の
所
管
部
署
単
位
の
管
理
に
対
し

て
、
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
に
よ
る
方
針
決
定
と
横
断
的
な
庁
内

連
携
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　

専
門
部
署
の
設
置
形
態
に
つ
い
て
は
、
浜
松
市
の
よ
う

に
財
政
部
門
に
設
置
す
る
場
合
も
あ
れ
ば
、
自
治
体
の
新

た
な
政
策
課
題
と
い
う
位
置
付
け
か
ら
企
画
部
門
に
設
置

す
る
場
合
、
都
市
計
画
・
ま
ち
づ
く
り
と
の
連
動
を
重
視

し
て
都
市
整
備
部
門
に
設
置
す
る
場
合
な
ど
、
複
数
の
選

択
肢
が
考
え
ら
れ
る
。
自
治
体
の
個
別
事
情
や
創
意
工
夫

に
応
じ
た
多
様
な
取
り
組
み
に
期
待
し
た
い
。

（
3
）市
区
町
村
区
域
を
超
え
た
広
域
的
な
連
携
を

　

上
記
で
取
り
上
げ
た
政
令
指
定
都
市
の
先
進
的
な
取
り

組
み
に
つ
い
て
は
、
人
口
規
模
や
行
政
組
織
が
比
較
的
小

さ
い
自
治
体
に
お
い
て
は
、
住
民
生
活
圏
の
広
域
化
へ
の

対
応
や
人
員
確
保
な
ど
の
面
で
適
用
困
難
な
場
合
も
想
定

さ
れ
る
。
そ
う
し
た
地
域
に
お
い
て
は
、
各
自
治
体
の
行

政
区
域
の
枠
組
み
を
超
え

た
広
域
的
な
連
携
を
図
る

こ
と
で
、
効
率
的
・
効
果

的
な
P
R
E
戦
略
の
実
践

が
望
ま
れ
る
。

　

例
え
ば
、
東
京
都
三
鷹

市
、
武
蔵
野
市
、
小
金
井

市
、
西
東
京
市
の
4
市

で
は
、
各
市
に
お
け
る

P
R
E
・
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
財
産
の

総
合
的
な
管
理
）
の
取
り

組
み
と
併
せ
て
、
公
共
施

設
の
共
同
利
用
を
進
め
て

い
る
。
そ
の
一
環
と
し
て
、

4
市
で
構
成
す
る
四
市
行

政
連
絡
協
議
会
に
お
い
て
、

4
市
の
市
民
が
利
用
可
能

な
公
共
施
設
を
掲
載
し
た
「
4
市
公
共
施
設
利
用
ガ
イ
ド

マ
ッ
プ
」
を
作
成
す
る
な
ど
、
各
市
民
へ
の
広
報
普
及
活

動
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

今
後
は
さ
ら
に
、
隣
接
す
る
複
数
自
治
体
が
公
共
施
設

の
現
状
把
握
や
資
産
情
報
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構
築
に
共
同

で
取
り
組
む
、
各
自
治
体
に
お
け
る
P
R
E
戦
略
実
践
上

の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
課
題
へ
の
対
応
方
策
を
共
有
す
る
、
関
連

部
署
間
で
の
職
員
の
相
互
派
遣
や
共
同
機
関
の
設
置
を
行

う
な
ど
、
既
存
の
行
政
区
域
の
枠
組
み
に
と
ら
わ
れ
な
い

取
り
組
み
に
期
待
し
た
い
。

図表10 さいたま市における公共施設の改修・更新に
掛かる経費の見込み

（一般財源分、現状と今後40年〈および前半20年・後半20年〉の平均との比較）

出典：さいたま市公共施設マネジメント計画・第1次アクションプラン（平成26年3月）

図表11 「さいたま市公共施設マネジメント計画・第1次
アクションプラン」の全体目標

出典：さいたま市公共施設マネジメント計画・第1次アクションプラン（平成26年3月）

ハコモノ
三原則

・新規整備は原則として行わない（総量規制の範囲内で行う）
・施設の更新（建替）は複合施設とする
・施設総量（総床面積）を縮減する（60年間で15％程度の縮減が必要）

・現状の投資額（一般財源）を維持する
・ライフサイクルコストを縮減する
・効率的に新たなニーズに対応する

インフラ
三原則

図表12 浜松市における公共施設に関する各課との連携
（再配置計画・施設評価）

出典：浜松市資料


